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１ 概 要 
 

(1) 歳入歳出予算額 

 ６２億３００万円 

（前年度比 4,500 万円減（0.7％減）） 
 

※参考 

① 国民健康保険税額 

１２億８５３万５千円 

 （前年度比 3,772 万 4 千円増（3.2％増）） 
 

② 保険給付費額 

 ４２億３，７６８万６千円 

 （前年度比 7,939 万 9 千円減（1.8％減）） 
 

③ 被保険者数（年度平均） 

 １２，４７８人 

 （前年度比 620 人減（4.7％減）） 
 

④ 一人当たり保険税調定額（現年度分） 

 ９８，２３６円 

（前年度比 8,786 円増（9.8％増）） 
 

⑤ 保険税収納率（現年度分） 

 ９５．２７％ 

（前年度比 0.02 ポイント減） 
 

⑥ 一人当たり療養給付費 

 ２９３，２４２円 

（前年度比 8,211 円増（2.9％増）） 
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２ 国保財政の内訳 
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３ 歳 入 内 訳 表 
                         

 （単位：千円） 

区   分 

令和５年度 

予算(案) 

（Ａ） 

令和４年度 

予 算 

（Ｂ） 

増減額 

（Ａ）－（Ｂ） 

１ 国民健康保険税 1,208,535 1,170,811 37,724 

２ 使用料及び手数料   1   1 
 

0 

３ 国庫支出金 1 1 
 

0 

４ 県支出金 4,310,729 4,387,634 △76,905 

５ 財産収入 1 1 0 

６ 繰入金 639,600 638,423 

 
1,177 

７ 繰越金 15,000 15,000 0 

８ 諸収入 29,133 36,129 
 

△6,996 

合   計 6,203,000 6,248,000  △45,000 

○国民健康保険税は、現年度

分は約 5,140 万円の増、滞納

繰越分は約1,370万円の減と

なり、全体として約 3,770 万

円の増（3.2％増）となった。 

○一般会計からの繰入金は、

保険基盤安定繰入金等の法定

内繰入金が、約 800 万円の増

（2.0％増）、法定外繰入金が、

決算補填目的の繰入金の廃止

及び保健事業繰入金の減額に

より、約 3,690 万円の減

（60.7％減）になった。また

基金繰入金は、約 3,000 万円

の増（17.0％増）となり、全

体で約 120 万円の増（0.2％

増）となった。 

○県支出金は、療養の給付等

に要する費用として、保険給

付費等交付金が交付される。 
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４ 歳 出 内 訳 表 
                          

（単位：千円）  

 

区   分 

令和５年度 

予算(案) 

（Ａ） 

令和４年度 

予 算 

（Ｂ） 

増減額 

（Ａ）－（Ｂ） 

１ 総務費 121,705 119,040 2,665 

２ 保険給付費 4,237,686 4,317,085 △79,399 

３ 国民健康保険事業費

納付金 
1,741,233 1,707,158 34,075 

４ 共同事業拠出金 3 3 0 

５ 財政安定化基金 

拠出金 
1 1     0 

６ 保健事業費 84,754 87,095 △2,341 

７ 基金積立金 1,501 1,501 0 

８ 公債費 1 1 0 

９ 諸支出金 6,116 6,116 0 

10 予備費 10,000 10,000 0 

合   計 6,203,000 6,248,000 △45,000 

○保険給付費は、前年度と比

較すると、約 7,940 万円の減

（1.8％減）となった。主な内

訳としては、療養諸費で約

7,670 万円の減（2.0％減）、

高額療養費で約 680 万円の減

（1.3％減）となった。１人当

たりの療養給付費（一般）で

は 293,242 円となり、前年度

より 8,211 円の増（2.9％増）

となった。 

○国民健康保険事業費納付金

は、県内の保険料収納必要額

（医療給付費―公費等による

収入額）を市町村ごとの医療

費水準や所得水準などで按分

したものである。前年度と比

較すると、約 3,410 万円の増

（2.0％増）となった。 

（県内順位（５４位中））※高い順 

医療費水準     ２５位 

所得水準（医療分） １６位 

 

○保健事業費は特定健康診査

等事業費にて、受診率向上の

ため、対象者の特徴に合わせ

た受診勧奨通知を個別に送付

する。また、疾病予防費とし

て、短期人間ドック助成事業

費を見込み、慢性腎臓病予防

対策として、予防基準に該当

した対象者に「腎臓病地域連

携パス」を発行し、かかりつ

け医からの重症化予防の取組

みを推進する。 
 



令和５年度国民健康保険特別会計予算（案）

１　歳入　　　　　　　　　　　　 （単位：円）　

１国民健康保険税 1,208,535,000 1,170,811,000 37,724,000

　1国民健康保険税 1,208,535,000 1,170,811,000 37,724,000

　　1一般被保険者国民健康保険税 1,208,505,000 1,170,764,000 37,741,000

　　　１医療給付費分現年課税分 841,234,000 815,174,000 26,060,000

　　　２後期高齢者支援金分現年課税分 249,825,000 233,187,000 16,638,000

　　　３介護納付金分現年課税分 76,780,000 68,039,000 8,741,000

　　　４医療給付費分滞納繰越分 28,331,000 38,366,000 △ 10,035,000

　　　５後期高齢者支援金分滞納繰越分 8,682,000 10,883,000 △ 2,201,000

　　　６介護納付金分滞納繰越分 3,653,000 5,115,000 △ 1,462,000

　　２退職被保険者等国民健康保険税 30,000 47,000 △ 17,000

　　　１医療給付費分滞納繰越分 21,000 32,000 △ 11,000

　　　２後期高齢者支援金分滞納繰越分 5,000 8,000 △ 3,000

　　　３介護納付金分滞納繰越分 4,000 7,000 △ 3,000

２使用料及び手数料 1,000 1,000 0

　1手数料 1,000 1,000 0

　　1総務手数料 1,000 1,000 0

　　　１証明手数料 1,000 1,000 0

３国庫支出金 1,000 1,000 0

　１国庫補助金 1,000 1,000 0

　　１災害臨時特例補助金 1,000 1,000 0

　　　１災害臨時特例補助金 1,000 1,000 0

４県支出金 4,310,729,000 4,387,634,000 △ 76,905,000

　１県負担金・補助金 4,310,729,000 4,387,634,000 △ 76,905,000

　　１保険給付費等交付金 4,310,729,000 4,387,634,000 △ 76,905,000

　　　１-1保険給付費等交付金（普通交付金） 4,207,374,000 4,290,873,000 △ 83,499,000

　　　2-1保険給付費等交付金（特別交付金） 103,355,000 96,761,000 6,594,000

５財産収入 1,000 1,000 0

　１財産運用収入 1,000 1,000 0

　　１利子及び配当金 1,000 1,000 0

　　　１利子及び配当金 1,000 1,000 0

６繰入金 639,600,000 638,423,000 1,177,000

　１他会計繰入金 432,605,000 461,441,000 △ 28,836,000

　　１一般会計繰入金 432,605,000 461,441,000 △ 28,836,000

　　　１保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 154,145,000 155,620,000 △ 1,475,000

　　　２保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 97,978,000 93,767,000 4,211,000

　　　３未就学児均等割保険税繰入金 2,091,000 0 2,091,000

　　　４職員給与費等繰入金 121,683,000 119,026,000 2,657,000

　　　５出産育児一時金等繰入金 13,333,000 11,200,000 2,133,000

　　　６財政安定化支援事業繰入金 19,470,000 21,054,000 △ 1,584,000

　　　７保健事業費繰入金 23,905,000 35,774,000 △ 11,869,000

　　　　その他繰入金 0 25,000,000 △ 25,000,000

　２基金繰入金 206,995,000 176,982,000 30,013,000

　　１国民健康保険財政調整基金繰入金 206,995,000 176,982,000 30,013,000

　　　１国民健康保険財政調整基金繰入金 206,995,000 176,982,000 30,013,000

区　　　　　　分
令和５年度
予算（案）

（Ａ）

令和４年度
予算
（Ｂ）

（現年度分）
・調定見込額
　1,225,783千円
・一世帯当たり
　144,363円
・一人当たり
　98,236円
・徴収見込税額
　　1,167,839千円
・徴収見込率
　95.27％
（滞納繰越分）
・調定見込額
　134,685千円
・徴収見込税額
　40,696千円
徴収見込率
　30.22％

・証明など手数料として
　300円/件

・災害臨時特例補助金
　広域化後は、原則県から交付されるが、
一部国からの補助金が残っている。

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

備　　　考

・調整基金積立金を運用した場合の利
子等

療養の給付等に要する費用の交付金
・普通交付金
一般被保険者分      4,207,325,000円
退職被保険者等分        　  49,000円
・特別交付金
保険者努力支援制度    34,684,000円
都道府県繰入金          44,849,000円
特定健康診査等負担金 22,322,000円
傷病手当金　　　　　　 　　1,500,000円

（一般会計繰入金の内訳）
・法定繰入金
　408,700千円
・法定外繰入金
　 23,905千円

- 5 -



７繰越金 15,000,000 15,000,000 0

　１繰越金 15,000,000 15,000,000 0

　　１その他繰越金 15,000,000 15,000,000 0

　　　１その他繰越金 15,000,000 15,000,000 0

８諸収入 29,133,000 36,129,000 △ 6,996,000

　１延滞金加算金及び過料 25,006,000 32,006,000 △ 7,000,000

　　１一般被保険者延滞金 25,000,000 32,000,000 △ 7,000,000

　　　１一般被保険者延滞金 25,000,000 32,000,000 △ 7,000,000

　　２退職被保険者等延滞金 5,000 5,000 0

　　　１退職被保険者等延滞金 5,000 5,000 0

　　３過料 1,000 1,000 0

　　　１過料 1,000 1,000 0

　２雑入 4,127,000 4,123,000 4,000

　　１一般被保険者第三者納付金 3,000,000 3,000,000 0

　　　１一般被保険者第三者納付金 3,000,000 3,000,000 0

　　２退職被保険者等第三者納付金 1,000 1,000 0

　　　１退職被保険者等第三者納付金 1,000 1,000 0

　　３一般被保険者返納金 1,100,000 1,100,000 0

　　　１一般被保険者返納金 1,000,000 1,000,000 0

　　　２一般被保険者返納金（滞繰分） 100,000 100,000 0

　　４退職被保険者等返納金 2,000 2,000 0

　　　１退職被保険者等返納金 1,000 1,000 0

　　　２退職被保険者等返納金（滞繰分） 1,000 1,000 0

　　５雑入 24,000 20,000 4,000

　　　１雑入 24,000 20,000 4,000

合　　　計 6,203,000,000 6,248,000,000 △ 45,000,000

一般会計 （単位：円）　

16国庫支出金 50,034,000 46,883,000 3,151,000

　１国庫負担金 50,034,000 46,883,000 3,151,000

　　１民生費国庫負担金 50,034,000 46,883,000 3,151,000

　　　４国民健康保険基盤安定負担金（保険者支援分） 48,989,000 46,883,000 2,106,000

　　７未就学児均等割保険税負担金 1,045,000 0 1,045,000

17県支出金 140,625,000 140,155,000 470,000

　１県負担金 140,625,000 140,155,000 470,000

　　２民生費県負担金 140,625,000 140,155,000 470,000

　　　３国民健康保険保険基盤安定負担金 115,609,000 116,714,000 △ 1,105,000

　　　　４国民健康保険基盤安定負担金（保険者支援分） 24,494,000 23,441,000 1,053,000

　　　８未就学児均等割保険税負担金 522,000 0 522,000

合　　　計 190,659,000 187,038,000 3,621,000

財政調整基金の状況 （単位：円）

３年度末残高 512,213,726

４年度積立額（予定） 5,477,000

4年度取崩額（予定） 77,542,000

４年度末残高（予定） 440,148,726

区　　　　　　分
令和５年度
予算（案）

（Ａ）

令和４年度
予算
（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

区　　　　　　分
令和５年度
予算（案）

（Ａ）

令和４年度
予算
（Ｂ）

保険税軽減分：154,145千円×3/4
保険者支援分：97,978千円×1/4
未就学児分：2,090千円×1/4

備　　　考

備　　　考

・前年度の繰越金（剰余金）

・延滞金
　納期限までに納付されない場合に徴収さ
れる
・過料
　制裁の一つとして金銭を徴収するもの
・第三者納付金
　交通事故などの第三者の行為による傷
病に要した診療費を返還してもらうもの
・返納金
　資格喪失後などにかかった診療費を返
還してもらうもの
・雑入
　会計年度任用職員の雇用保険料や指定
公費など

保険者支援分：97,978千円×1/2
未就学児分：2,090千円×1/2
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令和５年度国民健康保険特別会計予算（案）

２　歳出　　　　　　　　　　　 　（単位：円）　

１総務費 121,705,000 119,040,000 2,665,000
　１総務管理費 115,672,000 112,977,000 2,695,000
　　１一般管理費 113,760,000 111,026,000 2,734,000
　　　1-3国保事務費 28,062,000 26,870,000 1,192,000
　　　3-1一般職人件費 85,698,000 84,156,000 1,542,000
　　２連合会負担金 1,912,000 1,951,000 △ 39,000
　　　1-1千葉県国保団体連合会負担金　　 1,912,000 1,951,000 △ 39,000
　２徴税費 5,572,000 5,702,000 △ 130,000
　　１賦課徴収費 5,572,000 5,702,000 △ 130,000
　　　1-2賦課事務費 1,419,000 2,489,000 △ 1,070,000
　　　1-3徴収事務費 4,153,000 3,213,000 940,000
　３運営協議会費 461,000 361,000 100,000
　　１運営協議会費 461,000 361,000 100,000
　　　1-1国保運営協議会運営費 461,000 361,000 100,000

２保険給付費 4,237,686,000 4,317,085,000 △ 79,399,000
　１療養諸費 3,691,940,000 3,768,646,000 △ 76,706,000
　　１一般被保険者療養給付費 3,659,068,000 3,733,337,000 △ 74,269,000
　　　1-1一般被保険者療養給付費 3,659,068,000 3,733,337,000 △ 74,269,000
　　２退職被保険者等療養給付費 50,000 50,000 0
　　　1-1退職被保険者等療養給付費 50,000 50,000 0
　　３一般被保険者療養費 23,509,000 25,935,000 △ 2,426,000
　　　1-1一般被保険者療養費 23,509,000 25,935,000 △ 2,426,000
　　４退職被保険者等療養費 1,000 1,000 0
　　　1-1退職被保険者等療養費 1,000 1,000 0
　　５審査支払手数料 9,312,000 9,323,000 △ 11,000
　　　1-1診療報酬審査支払い手数料 9,312,000 9,323,000 △ 11,000
　２高額療養費 519,437,000 526,230,000 △ 6,793,000
　　１一般被保険者高額療養費 518,736,000 525,529,000 △ 6,793,000
　　　1-1一般被保険者高額療養費 518,736,000 525,529,000 △ 6,793,000
　　２退職被保険者等高額療養費 1,000 1,000 0
　　　1-1退職被保険者等高額療養費 1,000 1,000 0
　　３一般被保険者高額介護合算療養費 700,000 700,000 0
　　　1-1一般被保険者高額介護合算療養費 700,000 700,000 0
　３移送費 100,000 100,000 0
　　１一般被保険者移送費 100,000 100,000 0
　　　1-1一般被保険者移送費 100,000 100,000 0
　４出産育児諸費 20,009,000 16,809,000 3,200,000
　　１出産育児一時金 20,009,000 16,809,000 3,200,000
　　　1-1出産育児一時金 20,009,000 16,809,000 3,200,000
　５葬祭諸費 4,700,000 4,800,000 △ 100,000
　　１葬祭費 4,700,000 4,800,000 △ 100,000
　　　1-1葬祭費 4,700,000 4,800,000 △ 100,000
　６傷病諸費 1,500,000 500,000 1,000,000
　　１傷病手当金 1,500,000 500,000 1,000,000
　　　1-1傷病手当金 1,500,000 500,000 1,000,000

３国民健康保険事業費納付金 1,741,233,000 1,707,158,000 34,075,000
　１医療給付費分 1,155,556,000 1,148,442,000 7,114,000
　　１一般被保険者医療給付費分 1,155,556,000 1,148,442,000 7,114,000
　　　1-1一般被保険者医療給付費分 1,155,556,000 1,148,442,000 7,114,000
　２後期高齢者支援金等分 585,677,000 558,716,000 26,961,000
　　１一般被保険者後期高齢者支援金等分 445,280,000 405,799,000 39,481,000
　　　1-1一般被保険者後期高齢者支援金等分 445,280,000 405,799,000 39,481,000
　　２介護納付金分 140,397,000 152,917,000 △ 12,520,000
　　 1-1介護納付金分 140,397,000 152,917,000 △ 12,520,000

区　　　　　　分
令和５年度
予算（案）

（Ａ）

令和４年度
予算
（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

備　　　考

（療養給付費）
・一般被保険者
　　293,242円／人

（審査支払見込）
・現物給付
　 9,120千円　（単価38円）
・柔整療養費
 　 163千円　（単価58円）
・療養費
　     29千円　（単価36円）

（出産育児一時金）
・支給件数　４０件
・支給単価　５０万円（8万円増）
・手数料　２１０円／件

（葬祭費）
・支給件数　　９４件
・支給単価　　５万円

（傷病手当金）
・新型コロナウイルス感染症に感染ま
たは感染が疑われる会社員が対象。
※自営業者は対象外

国民健康保険事業費納付金
　県内の保険料収納必要額（医療給付費
―公費等による収入額）を市町村ごとの
医療費や所得の水準などで按分
・医療分
 1,155,555,642円
･支援金分
   445,279,894円
・介護納付金分
　140,396,287円

（加入状況（年度平均見込））
・世帯数           8,491世帯
・被保険者数　12,478人

（国保事務費）
・会計年度任用職員　5人

（一般職人件費）
・13人
　うち保険8人、納税3人、健推2人
（県連合会負担金）
・事務費割　　　1,537千円
・均等割負担金　375千円
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４共同事業拠出金 3,000 3,000 0
　　１その他共同事業拠出金 3,000 3,000 0
　　　1-1その他共同事業拠出金 3,000 3,000 0

５財政安定化基金拠出金 1,000 1,000 0
　１財政安定化基金拠出金 1,000 1,000 0
　　１-1財政安定化基金拠出金 1,000 1,000 0

６保健事業費 84,754,000 87,095,000 △ 2,341,000
　１特定健康診査等事業費 64,893,000 67,171,000 △ 2,278,000
　　１特定健康診査等事業費 64,893,000 67,171,000 △ 2,278,000
　　　1-1特定健康診査等事業費 60,433,000 63,050,000 △ 2,617,000
　　　1-2特定保健指導等事業費 4,460,000 4,121,000 339,000
　２保健事業費 19,861,000 19,924,000 △ 63,000
　　１疾病予防費 19,861,000 19,924,000 △ 63,000
　　　1-1医療費通知事業 2,412,000 2,504,000 △ 92,000
　　　1-3健康診査助成事業 17,115,000 17,131,000 △ 16,000
　　　1-4慢性腎臓病予防連携事業 334,000 289,000 45,000

７基金積立金 1,501,000 1,501,000 0
　１基金積立金 1,501,000 1,501,000 0
　　１国保財政調整基金積立金 1,501,000 1,501,000 0
　　　1-1国保財政調整基金積立金 1,501,000 1,501,000 0

８公債費 1,000 1,000 0
　１公債費 1,000 1,000 0
　　１利子 1,000 1,000 0
　　　1-1公債費 1,000 1,000 0

９諸支出金 6,116,000 6,116,000 0
　１償還金及び還付加算金 6,116,000 6,116,000 0
　　１一般被保険者保険税還付金 6,100,000 6,100,000 0
　　　1-1還付金 6,000,000 6,000,000 0
　　　1-2還付加算金 100,000 100,000 0
　　２退職被保険者等保険税還付金 15,000 15,000 0
　　　1-1還付金 10,000 10,000 0
　　　1-2還付加算金 5,000 5,000 0
　　３償還金 1,000 1,000 0
　　　1-1国庫補助金等償還金 1,000 1,000 0

10予備費 10,000,000 10,000,000 0
　１予備費 10,000,000 10,000,000 0
　　　1-1予備費 10,000,000 10,000,000 0

合　　　計 6,203,000,000 6,248,000,000 △ 45,000,000

一般会計 　（単位：円）　

３民生費 432,605,000 461,441,000 △ 28,836,000
　１社会福祉費 432,605,000 461,441,000 △ 28,836,000
　　１社会福祉総務費 432,605,000 461,441,000 △ 28,836,000
　　　7-1国民健康保険特別会計繰出金 432,605,000 461,441,000 △ 28,836,000

合　　　計 432,605,000 461,441,000 △ 28,836,000

区　　　　　　分
令和５年度
予算（案）

令和４年度
予算

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

･財政安定化基金から交付または貸付を受
けた場合の拠出金

区　　　　　　分
令和５年度
予算（案）

令和４年度
予算

・予定外の支出等に備え準備しておく費用

備　　　考

・還付金
　保険税が納め過ぎになった場合に、納税
者に返される金銭
・還付加算金
　還付金に付ける利息
・償還金
　国庫補助金等において精算等に伴い、過
大交付されていた金額を返還するもの

一般会計繰入金額と同額

・基金条例において繰越金の１割以上の額
を積み立てることとなっている。
　繰越金15,000千円の1割分1,500千円と積
立運用利子1千円

・一時借入金とその利子

（その他共同事業拠出金の内容）
　退職被保険者の資格適用適正化等のた
めの年金受給権者一覧表作成経費

（特定健康診査等事業費の内容）
・目標受診率　60.0％
　（R３：51.0%（目標値57.0%））
（特定保健指導等事業費の内容）
・目標実施率　60.0％
　（R３：57.0%（目標値56.0％））
（医療費通知の内容）
　　36,000通（年3回）
（ジェネリック医薬品差額通知の内容）
　　2,000通（年2回）
（健康診査助成の内容）
 基本検査25,000円（最高50,000円）助成

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

備　　　考
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国民健康保険特別会計歳入歳出内訳表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

当初予算額Ａ 構成比(%) 当初予算額Ｂ 構成比(%) 決算額Ｃ 構成比(%)

1. 国 民 健 康 保 険 税 1,208,535 19.5 1,170,811 18.8 1,221,567 19.7 37,724 3.2 △ 13,032 △ 1.1

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0 1 0.0 0.0 0 0.0 1  　   皆増

3. 国 庫 支 出 金 1 0.0 1 0.0 1,518 0.0 0 0.0 △ 1,517 △ 99.9

4. 県 支 出 金 4,310,729 69.5 4,387,634 70.2 4,317,772 69.6 △ 76,905 △ 1.8 △ 7,043 △ 0.2

5. 財 産 収 入 1 0.0 1 0.0 4 0.0 0 0.0 △ 3 △ 75.0

6. 繰 入 金 639,600 10.3 638,423 10.2 529,910 8.5 1,177 0.2 109,690 20.7

7. 繰 越 金 15,000 0.2 15,000 0.2 90,418 1.5 0 0.0 △ 75,418 △ 83.4

8. 諸 収 入 29,133 0.5 36,129 0.6 46,075 0.7 △ 6,996 △ 19.4 △ 16,942 △ 36.8

6,203,000 100.0 6,248,000 100.0 6,207,264 100.0 △ 45,000 △ 0.7 △ 4,264 △ 0.1

1. 総 務 費 121,705 1.9 119,040 1.9 113,926 1.9 2,665 2.2 7,779 6.8

2. 保 険 給 付 費 4,237,686 68.3 4,317,085 69.1 4,246,417 69.0 △ 79,399 △ 1.8 △ 8,731 △ 0.2

3.
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

1,741,233 28.1 1,707,158 27.3 1,698,309 27.6 34,075 2.0 42,924 2.5

4. 共 同 事 業 拠 出 金 3 0.0 3 0.0 1 0.0 0 0.0 2 200.0

5. 財政安定化基金拠出金 1 0.0 1 0.0 0.0 0 0.0 1  　   皆増

6. 保 健 事 業 費 84,754 1.4 87,095 1.4 75,197 1.2 △ 2,341 △ 2.7 9,557 12.7

7. 基 金 積 立 金 1,501 0.0 1,501 0.0 9,046 0.1 0 0.0 △ 7,545 △ 83.4

8. 公 債 費 1 0.0 1 0.0 0.0 0 0.0 1  　   皆増

9. 諸 支 出 金 6,116 0.1 6,116 0.1 9,647 0.2 0 0.0 △ 3,531 △ 36.6

10. 予 備 費 10,000 0.2 10,000 0.2 0.0 0 0.0 － －

6,203,000 100.0 6,248,000 100.0 6,152,543 100.0 △ 45,000 △ 0.7 50,457 0.8

- ９ -

左の増減率
Ｅ/Ｃ（％）

令和３年度

区　　　　　　分

歳 入 合 計

歳 出 合 計

令和５年度 令和４年度
令和４年度当初予算に

対する増減額
（Ａ-Ｂ）Ｄ

令和３年度決算に
対する増減額
（Ａ-Ｃ）Ｅ

左の増減率
Ｄ/Ｂ（％）



 

 

出産育児一時金の引き上げについて 

 

１ 改正概要 

社会保障審議会医療保険部会において、令和４年度の全施設の出産費用の平均

額の推計等を勘案し、被用者保険の支給額を令和５年４月から全国一律で５０万

円に引き上げるべきとされたことから、均衡を図るべく袖ケ浦市国民健康保険条

例を改正し、４２万円を５０万円に引き上げようとするものです。 

 

２ 令和５年度当初予算計上額 

（１）国保会計歳出（出産育児一時金） 

ア 変更前 ４２０千円×４０件      １６，８００千円 

イ 変更後 ５００千円×４０件      ２０，０００千円 

（２）一般会計歳出（国保会計繰出金）・国保会計歳入（一般会計繰入金） 

ア 変更前 ４２０千円×４０件×２／３  １１，２００千円 

イ 変更後 ５００千円×４０件×２／３  １３，３３３千円 

 

３ 給付実績 

令和元年度  ４２件  １７，５６６千円 

令和２年度  ２７件  １０，９４６千円 

令和３年度  ３５件  １４，６１３千円 

令和４年度  ３７件  １５，５４０千円（２月補正予算・予定） 

 

４ 参考（過去の改正経緯） 

 ○平成１８年１０月１日 

    医療制度改革の一環として被用者保険の支給額が５万円引き上げられた

ため、均衡を図るべく３０万円から３５万円に引き上げた。 

 

 ○平成２１年１月１日 

    医療事故を保障するための「産科医医療保障制度」が創設され、この制度

の保険金として３万円が保険会社に支払われるため、保険金上乗せ分として

３５万円から３８万円に引き上げた。 

            

 ○平成２１年１０月１日 

国の緊急少子化対策の一環として、被用者保険の支給額が４万円引き上げ

られたため、均衡を図るべく３８万円から４２万円に引き上げた。 

 



袖ケ浦市国民健康保険条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（出産育児一時金） （出産育児一時金） 

第５条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主

に対し、出産育児一時金として５００，０００円を支給する。 

第５条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主

に対し、出産育児一時金として４２０，０００円を支給する。 

２ （略） ２ （略） 

 


